
  

 

総務局・商工労働局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：総務費 項：企画費 目：企画総務費 

担 当 課 ＤＸ推進課、経営革新課 

事 業 名 広島県ＤＸ推進事業（一部国庫）【一部新規】 
 

目的 

デジタル技術を活用して、様々な社会課題の解決と経済発展の双方の実現を図るため、「広島県Ｄ

Ｘ加速プラン」に基づき、民間事業者等に対するＤＸへの理解・実践意識の醸成やＤＸの取組を後押

しすることにより、全県的なＤＸを推進する。 

事業説明 
 
対象者 

 県民、市町、企業、団体等 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 当初予算額 最終予算額 
予算執行額 

[繰越額] 

ＤＸ実践に

対する支援

【一部新

規】 

○ ビジネス変革を推進する中核的人材の

育成 

・ 人材育成プログラムを通じたＤＸ事

業計画の策定支援 

・ ＤＸ実践道場参加事業者やＤＸ事業

計画を策定した事業者に対するビジネ

ス変革の実践支援【新規】 

・ 進捗報告会等を通じた取組の波及 

60,400 

 

60,400 

 

60,385 

[―] 

ＤＸへの取

組 着 手 支

援【一部新

規】 

○ 「広島県ＤＸ推進コミュニティ」を通

じたビジネス変革に取り組めていない

層に対する支援 

  ・ 簡易診断ツールやＤＸ実践ガイドブ

ック等の各種支援ツールの利活用促

進 

 ・ ステップアップ研修や事例研究会の

実施 等 

○ 支援機関と連携した取組の推進 

 ・ 支援機関（商工団体や金融機関など）

を通じた中小企業等による共同利用

の検討【新規】 

 ・ 支援環境の運営及び支援者向け研修

の実施 等 

25,782 

 

25,962 

 

25,962 

[―] 

ＤＸ推進を

支えるその

他の取組 

  ・ 県・市町職員向けのデジタルリテラ

シー向上に係る研修の実施 

・ ＤＸ実態調査の実施 等 

8,031 

 

7,851 

 

5,091 

[―] 

合    計 
94,213 

 

94,213 

 

91,437 

[―] 

※端数処理の関係で積み上げた数値と合計額が異なる場合がある。 
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令和７年度の成果目標と実績 

○ 事業目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

デジタル技術の活用を含めたビ

ジネス変革に取り組んでいる民

間事業者等の割合 

30.2％ 50.0％ 29.5％ 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 「デジタル技術の活用を含めたビジネス変革に取り組んでいる民間事業者等の割合」については、

社内でＤＸを推進できる中核的人材の育成やビジネス変革の実践の支援などに取り組んだが、目標

の 50.0％に対し、29.5％で未達となった。 

○ 令和７年度に実施した「ＤＸに関する実態調査」によると、民間事業者等の約３割がデジタル技

術の活用を含めたビジネス変革に向けて取り組んでいるものの、その多くがＤＸの第１段階（デジ

タイゼーション）にとどまっており、ビジネス変革（ＤＸの第２段階（デジタライゼーション）以

上）には至っていない結果となっている。 

○ 中小企業等においては、ＤＸへの投資や人材育成に十分な費用や人員を割けないという課題を抱

えており、組織風土改革への抵抗感やデジタル技術の知識不足も導入のハードルとなっている。 

 

令和８年度の取組方向 

○ ＤＸに未着手の企業に対しては、比較的導入が容易で効果を実感しやすい生成ＡＩに焦点を当て、

段階的に学べる実践的な研修や新たな伴走支援の取組等を実施し、導入のハードルを下げ、取組企

業の裾野拡大を図る。 

○ また、既にＤＸに取り組んでいる企業に対しては、引き続きＤＸを推進できる人材の育成などを

通じて「ＤＸのステップアップに向けた後押し」を行い、新規事業創出等の付加価値向上に向けた

取組を支援する。 
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地域政策局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：総務費 項：地域振興費 目：交通輸送対策費 

担 当 課 公共交通政策課 

事 業 名 地域公共交通維持確保事業（一部国庫）【一部新規】 
 

目的 

地域の幹線的・広域的なバス路線、日常生活を支える市町等運行路線、県として維持すべき航路等

の運行経費等に対する補助を実施するとともに、喫緊の課題となっている運転士不足対策などに取り

組むことを通じて、地域の暮らしや経済活動を支える地域公共交通を将来にわたって安定的に維持・

確保する。 

事業説明 
 
対象者 

市町、乗合バス事業者、旅客船事業者、タクシー事業者、鉄軌道事業者 

事業内容 

【市町振興基金充当】                            （単位：千円） 

区 分 内    容 当初予算額 最終予算額 
予算執行額 

[繰越額] 

生活交通

確保対策

事業 

【一部 

新規】 

◯ バス運行対策費補助事業 

広域的・幹線的な事業者バス路線に対し

て、運行経費等の補助を行う。 

 ①地域間幹線系統確保維持費 

  ＜補助率：国 1/2 県 1/2＞ 

  補助内容：補助対象費用と収益の差額 

      （欠損額）を補助 

 ②地域間幹線系統確保維持費 

［車両減価償却費等分］ 

  ＜補助率：国 1/2 県 1/2＞ 

  新車で購入される補助対象車両の減価 

償却費及び金融費用 

 ③広域生活交通路線確保維持費 

＜補助率：県 1/2 市町 1/2＞ 

  補助内容：補助対象費用と収益の差額 

     （欠損額）を補助 

◯ 事業者路線再編調査支援 

各市町が行う路線再編のための調査費用

の補助を行う。 

 ＜補助額：県 1/2（上限 1,000 千円）  

市町 1/2＞ 

○ 路線再編調査結果を踏まえた運行形態転

換支援【新規】 

  各市町が行う運行形態転換のための経費

の補助を行う。 

 ＜補助率：県 1/2（上限 2,000 千円） 

市町 1/2＞ 

450,198 

 

450,198 

 

429,287 

[―] 

領域 持続可能なまちづくり

取組
の
方向

② ネットワーク及び交通基盤の強化
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市町生活

交通支援

事業 

◯ 日常生活圏に必要な生活交通を維持確

保するため、市町が運行するバス路線等に

対し、運航経費の補助を行う。 

 ＜補助額＞ 

年間走行キロ×補助単価×補助率 

 ＜補助率＞ 

全部過疎 1/3、一部過疎 1/4、非過疎 1/6 

131,275 

 

131,275 

 

125,916 

  [―] 

離島交通

対策事業 

◯ 離島から本土への唯一航路の運航欠損額

について、国の補助制度を補完し、離島航

路所在市町に対して補助を行う。 

 ＜補助対象＞７航路 

 ＜補助率＞ 

国：標準収支差に対する補助（国が算定） 

 収支差見込額から標準収支差を除いた額

（県 1/2、市町 1/2） 

118,709 

 

118,709 

 

114,235 

[―] 

生活航路

維持確保 

対策事業 

【一部 

新規】 

◯ 離島や架橋で結ばれた地域の経済活動を

支える航路について、欠損額に応じて関係

市町が負担する額の一部の補助を行う。 

（航路の実態調査や実証実験についても

実施） 

 ＜補助対象額＞算定式に基づき算出 

 ※補助対象費用に減価償却費を算入等 

  【新規】 

 ＜負担割合＞補助対象額に対して、 

県 1/2、市町 1/2 

149,811 

 

149,811 

 

112,065 

  [―] 

交通事業

者の経営

力強化事

業 

【一部 

新規】 

○ 交通事業者が行う、今後の持続可能な公

共交通の実現に資する投資に係る経費の

一部を支援 

 ＜補助対象＞バス、旅客船、タクシー  

 ＜補助対象経費＞ 

・ 環境対策(環境対応型車両の購入、 

船舶の省エネ対策等） 

・ デジタル化対策 

・ 人材確保に向けた職場環境整備 

   （女性用トイレ・更衣室設置等） 

 ＜補助率＞ 

車両購入：対象経費の 9/10 

（補助上限：バス 500 万円、乗合タクシー

200 万円、中山間地域のタクシー100 万

円） 

その他：対象経費の 2/3    

○ バス運転士等の確保に向けた支援【新規】 

○ 自動運転バス導入に向けたモデルケース

の作成【新規】 

529,242 
 

350,743 
 

260,340 

[―] 

ＬＲＴシ

ステム整

備事業 

◯ 「広島県地域公共交通ビジョン」に掲げ

る交通ＧＸとバリアフリー対策を進める

ため、環境負荷の少ない低床式路面電車

の導入に必要な費用の一部補助を行う。 

＜補助率：国 1/3、県 1/12、市町 1/12、事

業者 1/2＞ 

50,417 

 
50,417 

 

50,417 

 [―] 

合    計 
1,429,652 

 

1,251,153 

 

1,092,260 

  [―] 
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令和７年度の成果目標と実績 

○ ワーク目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

拠点間のバス路線が維持され

た市町数 
23 市町 23 市町 23 市町 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 拠点間のバス路線が維持された市町数については、拠点間を結ぶ交通ネットワーク、日常生活を

支える市町等運行路線、県として維持すべき航路等、地域の暮らしや経済活動を支える地域公共交

通を維持・確保するために必要な補助事業を実施するとともに、喫緊の課題となっている運転士不

足対策など、交通事業者の経営力強化に取り組むことにより、目標を達成した。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 地域の暮らしや経済活動を支える地域公共交通の運行経費等に対する補助を引き続き実施すると

ともに、交通事業者の経営力強化に取り組むことで、地域公共交通を将来にわたって安定的に維持・

確保する。 
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地域政策局・商工労働局・土木建築局 

令和７年度主要事業の成果 
 

支出科目 

款：総務費 項：総務管理費 目：国際交流費 

款：労働費 項：雇用対策費 目：雇用対策事業費 

款：土木費 項：住宅費   目：住宅振興費 

担 当 課 国際課、産業人材課、住宅課 

事 業 名 外国人材の受入・共生対策事業（一部国庫）【一部新規】 
 

目的 

県内企業等において、特定技能等の外国人材の受入れが適正かつ円滑に行われ、外国人が、県内企

業で活躍し、孤立することなく県民の一員として地域に溶け込み、安心して生活できる環境を整える。 

事業説明 
 
対象者 

外国人材を受け入れている又は受け入れようとしている県内企業、県内在住の外国人、県民 

事業内容 

（単位：千円） 

区  分 内    容 
当初 

予算額 

最終 

予算額 

予算 

執行額 

［繰越額］ 

外国人材の受入・

共生対策事業 

【一部新規】 

【商工労働局】 

○ 外国人材受入企業等に対する情報

提供の充実  

・ 企業、経済団体、業界団体等のニ

ーズや課題に対応した講座の実施 

・ 育成就労制度等の最新情報を動画

配信【新規】 

○ 外国人材の定着に向けた取組促進 

・ 職場定着や特定技能２号輩出等に

取り組む優良企業の事例の発信 

・ 経営者向け勉強会等の実施【新規】 

○ 外国人材の雇用管理や定着に向け

た相談対応【新規】 

19,000 19,000 

 

18,368 

[―] 

○ 特定技能１号への円滑な移行に向

けた日本語学習支援 

・ 育成就労制度を見据えた日本語学

習 e-ラーニング講座や企業へのコ

ーチングにより、技能習得に役立

つ日本語の学習を支援【新規】 

外国人材の受入・共

生対策事業【新規】 

【土木建築局】 

〇 外国人材の住宅確保に向けた支援 

・ 外国人材の賃貸借における課題に

ついて調査・検討し、受入企業と

の連携により住宅を確保 

・ 外国人材の生活習慣や言語など、

不動産事業者・大家が抱える賃貸

借に係る不安を解消する仕組みを

構築 

11,175 11,175 

 

10,382 

[―] 

多文化共生の地域

づくり支援事業 

【一部新規】 

【地域政策局】 

○ 外国人との共生推進 

・ 外国人が地域と繋がりを持ちな 

がら、生活に必要な情報を共有で

きる仕組みづくりを市町と連携し

27,822 

 

25,168 

 

20,518 

[―] 

領域

取組
の
方向

③ 外国人が安心して生活できる環境整備

領域

取組
の
方向

⑥
外国人が円滑かつ適切に就労し，安心
して生活できる環境整備

地域共生社会

働き方改革・多様な主体の活躍

275



  

 

て実施 

・ 外国人の情報共有の場として重 

要な役割を担っている外国人コミ

ュニティの活性化を支援【新規】 

○ 地域日本語教室の拡充 

・ 地域日本語教室の拡充に向けた取

組を実施 

・ 対面開催が困難な地域等を対象と

したオンライン日本語教室を開催

【新規】 

○ 異文化理解促進プログラム 

・ 小中高生を対象とした異文化体 

験講座等を実施 

○ 外国人専門相談窓口の運営 

・ 在留資格や労働問題などに関す 

る多言語専門相談窓口の運営 

○ 外国人への情報提供の充実 

・ 県ポータルサイト（Live in 

Hiroshima）から、生活関連情報、

地域行事、イベント情報等を多言

語でＳＮＳ（Facebook）等により

発信 

・ Live in Hiroshima の利便性向上

のため、ＳＮＳ（LINE）を活用す

るとともに、チャットボット機能

を追加【新規】 

32,763 

 

29,763 

 

29,470 

[―] 

合    計 
90,760 

 

85,106 

 

78,738 

[―] 

 

令和７年度の成果目標と実績 

○ ワーク目標： 

【就労面】 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

県から外国人材の受入れに関す

る情報提供を受けた企業のうち、

有益な情報を得た企業等の割合 

97.8％ 80.0％ 92.9％ 

【生活面】 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

生活で困っていることがない（困

った時に、すぐに相談できるを

含む）と答えた外国人の割合 

71.6％ 70.0％ 80.6％ 
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○ 事業目標： 

【就労面】 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

情報提供企業数 937 社 750 社 721 社 

定着に向けて行動変容に移した

企業 
－ 75％ 76.2％ 

県ホームページ動画アクセス数 － 6,000 件 8,038 件 

相談対応社数 － 80 社 80 社 

日本語学習コーチング支援社数 － 60 社 60 社 

【生活面】 

事業目標 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

キーパーソン活動市町（累計） 12 市町 23 市町 13 市町 

異文化理解促進プログラムの 

市町の取組方針策定（累計） 
18 市町 23 市町 20 市町 

空白地域への新教室の開講 

（累計） 
８地域 24 地域 13 地域 

Facebook フォロワー数 4,256 5,300 6,363 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 就労面においては、企業等のニーズを踏まえつつ、外国人材の雇用に関する制度や好事例を発信

するセミナー等の実施、育成就労制度に対応した日本語学習支援、外国人雇用に関する相談窓口の

設置等に取り組んだことから、県から外国人材の受入れに関する情報提供を受けた企業のうち、有

益な情報を得た企業等の割合については、目標を達成した。 

○ 生活面においては、外国人コミュニティが地域とつながるための活動への支援や、地域コミュニ

ティ拠点としての地域日本語教室の拡充など、外国人が地域とのつながりを持ちながら、生活に必

要な情報を共有できる仕組みづくり等へ取り組んだ。あわせて、多言語ポータルサイト（Live in 

Hiroshima）の Facebook フォロワー数の増加によって、より多くの外国人への生活に関する情報の

提供につながったことなどから、生活で困っていることがない（困った時に、すぐに相談できるを

含む）と答えた外国人の割合については、目標を達成した。 

○ 令和９年度から運用開始される育成就労制度等により、県内の外国人労働者が更に増加すること

が見込まれる中、言葉の壁や習慣の違いなどに起因した外国人の社会的な孤立が強まる恐れがあり、

引き続き、生活に必要な情報の提供や地域日本語教育などに取り組む必要がある。 

○ 外国人材の住宅確保における課題について調査した結果、民間賃貸住宅の仲介を行う不動産事業
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者の多くが外国人材の受入れに不安を持ち消極的であったことから、不安感の軽減に取り組む必要

がある。 

 

令和８年度の取組方向 

○  就労面の環境整備について、企業における外国人材の定着を支援するため、個々の企業の課題に

応じたコンサルティング支援や、セミナーの開催、定着に関する取組事例集の作成等に取り組む。 

○ また、育成就労制度を見据えて、外国人材の日本語学習を支援するため、企業に対して日本語学

習 e-ラーニング講座の提供やコーチング支援に取り組む。 

○ 生活面については、外国人コミュニティの活動の活性化に向けた支援や、ポータルサイト（Live 

in Hiroshima）による多言語での生活関連情報等の発信等に引き続き取り組むとともに、令和７年

度に開始した対面開催が困難な地域等を対象としたオンライン日本語教室の拡充を行うなど、外国

人が孤立することなく地域社会の一員として地域に溶け込み、安心して生活できる環境を整備して

いく。 

〇 民間賃貸住宅の仲介を行う不動産事業者が持つ外国人に対する不安感を軽減することにより、業

界全体の意識変容を促し、受入企業や外国人材が良好な住宅を円滑に確保できる環境を整備する。 
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環境県民局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：教育費 項：教育総務費 目:私学振興費 

担 当 課 学事課 

事 業 名 私学振興補助金（一部国庫） 
 

目的 

多様化する県民ニーズに対応できる教育機会を提供するため、私立学校の個性豊かな特色ある教育

の推進を支援することにより、私学教育の振興を図る。 

事業説明 
 
対象者 

学校法人等 

事業内容 

私立学校の経常的な運営費や耐震化工事に対する補助、授業料の軽減など、学校法人等に対し助成

を実施することにより、個性豊かな特色ある私学教育を支援する。 

（単位：千円） 

区    分 内    容 当初予算額 
最終予算額

※ 

予算執行額 

[繰越額] 

1 経常費補助金 
私立学校の経常的な運営費 

に対する補助 

（債務

19,657） 

23,240,555 

(債務

19,657) 

24,297,854 

 

 

 

23,422,976 
[―] 

2 私立高等学校等就学 

支援総合対策事業 

私立高等学校等の生徒のい

る世帯に対する授業料や学

資負担が困難な者に対する

授業料・入学金の減免相当

額等を補助 

3 私立小中学校就学支援 

総合対策事業 

私立小中学校の生徒のいる

世帯で学資負担が困難な者

に対する授業料の減免相当

額を補助 

4 私学共済掛金補助金  
私学共済の長期掛金の 

8/1,000 を補助 

5 退職金掛金補助金  
私立学校退職金掛金の 

20/1,000 を補助 

6 私学振興資金利子補給 

事業補助金 

私立学校の耐震改修等に係

る借入に対して利率 1％相

当を補助 

7 連盟等補助金 
連盟主催の研修会等に対す

る補助 

8 私立学校耐震化緊急 

促進事業費補助金 

私立学校が実施する耐震化

事業に要する経費の一部を

補助 

9 幼児教育の無償化  
幼児教育の無償化の実施に

要する経費の一部を負担 

 

10 高等教育の修学支援 

新制度 

 

私立専門学校における授業

料等減免に要する経費の一

部を負担 
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11 私立専門学校「職業 

実践専門課程」推進 

補助金 

私立専門学校が「職業実践

専門課程」として認定を受

け継続するために必要な経

費を補助 

12 授業目的公衆送信 

補償金補助事業 

私立学校設置者に対して、 

オンライン授業等で著作物 

を利用するために要する経 

費を補助 

13 私立幼稚園の教員等 

確保支援補助金 

私立幼稚園における教員等

の人材確保の取組に要する

経費を補助 

 合    計 

（債務

19,657） 

23,240,555 

(債務

19,657) 

24,297,854 

 

 

23,422,976 
[―] 

※令和７年度６月補正及び 12 月補正予算を含む。 

 

令和７年度の成果目標と実績 

○ 事業目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

私立高等学校の募集定員

に対する入学者数の割合 

92.9％ 

（R6.4.1 時点） 

R7.4.1 時点以上 

（参考：96.3％） 

105.0％ 

（R8.4.1 時点） 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 私立高等学校の募集定員は 8,333 名（前年比▲101 名）と減少したが、入学者数は 8,747 名（前

年比＋626 名）と増加したため、募集定員に対する入学者の割合（105.0％）は 8.7 ポイント上昇

し、目標を達成した。 

○ 私立学校に進学する子供たちがその個性や能力、希望に応じ、建学の精神に基づく特色ある教育

を受けることができるよう、教育環境の整備などに必要な支援を行う必要がある。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 少子化の進行により生徒数が減少する中においても、多様化するニーズに対応できる教育機会を

提供するため、引き続き、私学助成を通じて私立学校の個性豊かな特色ある取組を支援する。 
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健康福祉局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：衛生費 項：医薬費 目：医務費 

担 当 課 医療政策課、健康危機管理課 

事 業 名 医療提供体制確保支援事業（一部国庫）【新規】 
 

目的 

物価高騰や賃上げなどの社会・経済状況の変化の中にあっても、人口減少・高齢化に伴う医療ニー

ズの質・量の変化に対応しながら、安全・安心で質が高く、効率的な医療提供体制の確保に向けた取

組を推進する。 

事業説明 
 
対象者 

医療機関等 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 
当初予算額

※１ 

最終予算額 

※２ 

予算執行額 

[繰越額] 

生産性向上 

職場環境 

整備支援 

○ 病院、診療所、訪問看護ステーションを

対象に、職場環境改善の取組を支援し、医

療人材の確保・定着を図るための措置に伴

う経費を補助 

 【補助単価（上限）】 

  病院・有床診：４万円/床 

  診療所（医科・歯科）・訪問看護ステー

ション：18 万円/施設 

2,431,528 

 

2,431,528 

 

1,719,370 

[―] 

経営状況の 

急変等を 

踏まえた支援 

○ 医療需要の急激な変化を受けて病床数の

適正化を進める医療機関を対象とした経費

相当分の給付金を支給 

 【補助単価（上限）】 

病院（一般・療養・精神）・有床診： 

4,104千円／床 

○ 地域医療介護総合確保基金等を活用して

整備計画を進める医療機関等を対象とし

て、物価高騰に係る経費の一部について、

給付金を支給 

1,790,596 

 

1,790,596 

 

1,259,227 

[―] 

○ 分娩数が減少している分娩取扱施設に対

して、給付金を支給 

○ 分娩取扱休止・中止後、妊婦健診や産後

健診を継続する医療施設に対して、施設・

設備整備に係る経費を補助 

○ 患者数が減少している小児医療の拠点と

なる施設に対して給付金を支給 

175,530 

 

175,530 

 

73,463 

[―] 

○ 分娩取扱施設が少ない地域での分娩取扱

施設を対象として、運営費の一部を補助（広

島西圏域の２施設が該当） 

 【補助単価】 

11,400千円/施設（運営費の赤字額が上限） 

― 

 

22,800 

 

22,800 

[―] 

医師偏在 

是正に向けた 

支援 

○ 人口規模、地理的条件、今後の人口動態

等から、医療機関の維持が困難な地域であ

る「重点医師偏在対策支援区域」（今後設

定）で診療所を承継・開業する場合に①施

設整備、②設備整備、③運営に必要な経費

を補助 

129,984 

 

129,984 

 

103,599 

[―] 
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環境改善に 

係る支援 

○ 入院中の子供と家族が安心して医療を受

けられるよう、院内の環境を整備する医療

機関に対する経費を補助 

 【補助単価】20 千円/床 

7,480 

 

7,480 

 

4,725 

[―] 

合    計 
4,535,118 

 

4,557,918 

 

3,183,184 

[―] 

※１令和６年度２月補正予算 

※２令和７年度６月補正予算を含む。 

 

令和７年度の成果目標と実績 

○ 事業目標：地域に必要な医療提供体制の確保 

○ 実  績： 

対象施設 交付施設数 

生産性向上 

職場環境整備支援 
病院・診療所（医科・歯科）・訪問看護ステーション 1,851 

経営状況の急変等を 

踏まえた支援 

【病床数適正化支援事業】 

医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化を進

める医療機関 

【施設整備促進支援事業】 

地域医療介護総合確保基金等を活用して整備計画を

進める医療機関 

【病床数適正化】 

18 

【施設整備】 

３ 

分娩取扱施設（分娩数減少）、分娩取扱休止後、妊婦

健診等を継続する医療施設、小児医療拠点施設（患者

数減少） 

25 

分娩取扱施設（対象圏域における収支が赤字の施設） ２ 

医師偏在是正に向けた

支援 
診療所（重点医師偏在対策支援区域） ３ 

環境改善に係る支援 小児入院医療施設 12 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 生産性の向上に向けた職場環境整備支援については、国が補助要件とした令和７年３月 31 日時

点のベースアップ評価料算定機関が、想定を下回ったことから、補助金の申請件数も当初の想定を

下回った。 

○ 病床数の適正化支援については、全国的に多数の医療機関が申請したことから、本県に対する配

分額が当初の想定を下回り、申請医療機関のすべてには、給付金を支給することができなかった。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 引き続き、病床数の適正化を進める医療機関に対する支援や医師偏在是正に向けた支援を行う。 

○ 今後の国の動向を注視するとともに、必要な措置を国に要望していく。 
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健康福祉局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：民生費 項：社会福祉費 目：社会福祉総務費 

担 当 課 介護政策課 

事 業 名 
介護業界における人手不足対策事業（一部国庫） 

【一部新規】 
 

目的 

高齢化の進展と生産年齢人口の減少が見込まれる中、地域に必要な介護サービスを維持していくた

め、介護人材の確保・定着・育成を推進するとともに、介護現場の生産性向上を後押しし、人手不足

の解消を図る。 

事業説明 
 
対象者 

介護事業者、介護関係団体、市町、県民等 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 

当初 

予算額 

※ 

最終 

予算額 

※ 

予算 

執行額 

[繰越額] 

○ 介護職員等の処遇改善に関する国への要望（非予算） ― ― ― 

職場改善・生産
性向上（人材の
確保・定着） 
【一部新規】 

○ 「魅力ある福祉・介護の職場宣言ひろし
ま認証制度」の普及促進 

○ 介護施設等への介護テクノロジーの導入
促進 

○ 「介護職場サポートセンターひろしま（介
サポひろしま）」の運営 

○ 介護ＤＸ先進モデル施設の育成・活用 
【新規】 

○ 福祉・介護の合同入職式の開催 

243,922 

 

243,922 

 

243,150 

[―] 

○ 介護施設等が行う更なる業務効率や職場
環境改善を目的とした取組（介護職員等の
業務の洗い出し、棚卸し及び業務効率化・
介護助手の募集等）の支援【新規】 

1,859,568 

 

1,859,568 

 

1,436,338 

[―] 

介護の魅力発
信（人材の確
保） 

○ 福祉・介護の魅力発信イベントの開催 
○ 学校に向けた普及啓発活動の実施（介護

の日ポスター募集、理解促進のための学校
出前講座） 

○ 介護の仕事に対するイメージ調査の実施 

14,921 

 

14,921 

 

14,605 

[―] 

マッチング・資
質向上（人材の
確保・育成） 

○ マッチング機会を提供するための無料職
業紹介や就職フェアの開催 

○ 返済免除付きの支援金の経費を補助（介
護福祉士修学資金等） 

○ 介護人材の裾野拡大のための研修実施（潜
在介護福祉士、外国人材、介護助手等、多
様な人材の確保） 

○ 人材確保等を推進する県協議会の運営及
び市町協議会の事業実施を支援 

○ 介護職員等の育成研修の実施 

318,566 

 

318,566 

 

175,475 

[―] 

合    計 
2,436,977 

 

2,436,977

 

1,869,568

[―] 

※令和６年度２月補正を含む。 

領域

取組
の
方向

③ 福祉・介護人材の確保・定着・育成

医療・介護
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令和７年度の成果目標と実績 

○ ワーク目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

「魅力ある福祉・介護の職場宣言ひろしま」

認証数（累計） 
409 法人 950 法人 505 法人 

介護職員の離職者のうち３年未満の職員の

割合 
57.1％ ※１ 50.0％ ― ※２ 

※１ 介護職員の離職者のうち３年未満の職員の割合については、基準値を令和４年度としている。 

※２ 令和５年度介護労働実態調査から、年齢層別離職率の調査が開始されたことに伴い、勤務年

数別離職率の調査を廃止したため、当該年度以降の実績を得ることができない。 

 

○ 事業目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

認証法人対象セミナー参加法人数 608 法人 400 法人 481 法人 

介護職場サポートセンターひろしまの専門

家による助言支援件数 
－ 50 件 687 件 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 魅力ある福祉・介護の職場宣言ひろしま認証数（累計）は、セミナー開催や市町を通じた広報な

どによる認証制度の認知度の向上により着実に増加しているものの、認証取得の意義やメリットを

理解できていない法人や、認証制度に関心があるが、認証項目の要件を満たしておらず、認証取得

に至っていない法人があることから、目標の達成には至らなかった。 

○ 介護職員の離職者のうち３年未満職員の割合については、基礎データとなる勤務年数別離職率の

調査が廃止されたため、実績を得ることが出来なかった。人材の確保・定着の進度を測る新たな指

標を設定する必要がある。 

○ 認証法人対象セミナーは計画どおり実施し、参加法人数は目標を達成した。 

○ 介護職場サポートセンターひろしまの専門家による助言支援件数は、介護テクノロジー定着支援

事業における補助要件に、介護職場サポートセンターひろしまから助言支援を受けることが盛り込

まれたこともあり、大幅に件数が増加し、目標を達成した。 

○ 今後も生産年齢人口の減少が見込まれているため、引き続き介護サービス事業所等におけるＩＣ

Ｔ・ロボット等の導入を進め、職員の業務負担の軽減と生産性の向上を図る必要がある。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 先進導入事例の紹介や国庫補助事業の活用等を通じて、引き続き、デジタル技術やロボットの導

入に向けた取組を支援することにより、介護現場における業務負担の軽減と生産性の更なる向上に

つなげていく。 
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健康福祉局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：民生費 項：社会福祉費 目：社会福祉総務費 

担 当 課 障害者支援課 

事 業 名 障害福祉サービス等業界における人手不足対策事業（一部国庫）【一部新規】 
 

目的 

生産年齢人口の減少が見込まれる中、地域に必要な障害福祉サービスを維持していくため、介護テ

クノロジーを活用し、障害福祉現場の生産性向上を後押しすることにより、人手不足の解消を図る。 

事業説明 
 
対象者 

障害福祉サービス事業者 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 
負担

割合 

当初 

予算額※ 

最終 

予算額※ 

予算執行額 

[繰越額] 

職場改善 

・生産性

向上 

○ 障害福祉サービス事業所等における

介護テクノロジーの導入を促進するた

め、事業所等が障害福祉現場の生産性

向上を目的として行うデジタル技術・

ロボットの導入に要する経費を助成 

【対象施設】 

  障害福祉サービス事業所、障害児支

援事業所等、児童発達支援センター、

障害者就労施設 

【助成対象施設等の取組】 

・ 記録・請求連動ソフトやそれを使用

するタブレット端末の導入による、

記録業務や職員間の情報共有の効率

化 

・ 職員の介護業務の負担軽減に資する

介護ロボットの導入 等 

国 1/2 

県 1/4 

事業

所 1/4 

46,050 

 

46,050 

 

21,984 

［―］

○ 介護テクノロジーの導入経費の助成

を行う障害福祉サービス事業所等を対

象に、導入研修を実施 

国 1/2 

県 1/2 

284 

 

284 

 

271 

［―］

○ 障害福祉サービス事業所等が、職員の

確保・定着に向けて障害福祉現場の改

善を目的として行う取組に要する経費

を助成【新規】 

【対象事業所】 

 福祉・介護職員等処遇改善加算の取得

事業所 

【助成対象事業所の取組】 

・ 福祉・介護職員等の業務の洗い出し、

棚卸し及び業務効率化 

・間接業務に従事する職員の募集 等 

国

10/10 

1,109,368 

 

1,109,368 

 

680,932 

［―］

合    計 
1,155,702 

 

1,155,702 

 

703,187 

［―］

※令和６年度２月補正予算 
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令和７年度の成果目標と実績 

○ 事業目標：  

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ デジタル技術を導入する 16 事業所へ経費の補助や研修実施等の支援を行った結果、処遇改善加

算の取得要件を満たす事業所が増加し、目標を達成した。 

○ しかし、障害福祉サービス事業所全体では依然として人材確保が課題としてあるため、より多く

の事業所に対して支援を行っていく必要がある。 

○ また、職場環境及び人件費の改善に要する経費補助の実施により、一定程度の処遇改善及び職場

環境改善が図られたものの、依然として他職種と比較して給与水準が低いため、更なる処遇改善に

向けた措置を国に要望していく必要がある。 

  

令和８年度の取組方向 

○ 引き続き、障害福祉サービス事業所による生産性向上に向けたデジタル技術・ロボットの導入や、

職員の確保・定着に向けた取組を支援するとともに、更なる処遇改善が行われるよう、国に要望し

ていく。 

指標名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

福祉・介護職員等処遇改善加算の取得率

の増 
85.0％ 82.0％ 89.7％ 
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商工労働局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：商工費 項：商業費 目：商業振興費 

担 当 課 経営革新課 

事 業 名 トラック運送事業者の人手不足対策加速事業（国庫）【新規】 
 

目的 

トラックドライバーの賃上げ原資の確保や物流の生産性向上に向け、法改正（※）により多重下請

構造の是正や荷待ち・荷役時間の削減等を進めるための規制的措置が導入される中、2024 年問題な

どを背景とした人手不足に直面している県内トラック運送事業者のＤＸ推進を支援することにより、

業界構造の変化を含む法改正への対応に必要な環境整備を加速させる。 

※ 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法

律（R6.5 月公布） 

事業説明 
 
対象者 

県内に事業所を有する中小トラック運送事業者 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 当初予算額 最終予算額 
予算執行額 

[繰越額] 

デジタル

技術の活

用による

トラック

運送事業

者のＤＸ

推進支援

【新規】 

○ 実運送事業者の適正な運賃の収受や運

送・荷役等の効率化など、法改正への対

応に必要なデジタル技術の導入に係る経

費助成 

・ 原価管理、労務管理、運行別の売上・

粗利分析など、運送業務に係るデータを

可視化して荷主等との交渉や経営改善

を行うために必要なシステム導入 

・ 実運送体制管理簿の作成に必要な情報

（「請負階層」など）を適切に集計・管

理する下請構造の可視化に必要なシステ

ム導入 

・ 協力会社と連携した輸送網の集約、配

送の共同化など、輸配送の効率化に必要

なシステム導入 等 

【補助率】1/3～2/3 

【補助上限額】1,000 千円～3,600 千円/件 

176,400 

 

176,400 

 

157,260 

[―] 

合   計 
176,400 

 

176,400 

 

157,260 

[―] 

 

令和７年度の成果目標と実績 

○ 事業目標： 

指 標 名 基準値 
目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

ＤＸ推進に取り組む県内トラッ

ク運送事業者数 
― 100 者 【R8.10 頃判明】 
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令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ ＤＸ推進に取り組む県内トラック運送事業者数は、支援対象事業者のうち、支援後も引き続きＤ

Ｘ推進に取り組む事業者を指し、事業終了から半年後に経過を調査する予定であるため、実績値は

10 月頃判明予定である。 

○ なお、この事業目標を達成するために、本事業において 110 者の支援を想定したものであり、そ

の意識醸成のため、広島県トラック協会と連携し、物流ＤＸの重要性を解説するセミナーを計３回

開催するなどの取組を行った結果、支援対象事業者数は 140 者となっている。 

○ 一方、社内リソースの不足によりセミナーに参加できない、又はデジタル活用に関する知識が不

足している事業者も一定程度いると考えられることから、更なるＤＸ推進に向けて、事業者に対す

るアプローチを強化していく必要がある。 

 

令和８年度の取組方向 

○ デジタル技術未導入のトラック運送事業者が抱える、経済的負担やデジタル活用に関する知識不

足に対応するため、物流ＤＸ推進セミナーの開催による意識醸成とデジタル技術導入に係る経費助

成を引き続き実施する。 

○ 加えて、社内リソースが不足している事業者向けに、ＩＴ専門家が事業者を訪問し助言を行うプ

ッシュ型支援を行うとともに、ＤＸ導入のメリットや活用イメージが不明確な事業者に対しては、

県内の取組事例を課題や導入効果も含めて横展開するなど、ＤＸ推進の後押しを強化する。 
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商工労働局 

令和７年度主要事業の成果 
 

支出科目 
款：労働費 項：雇用対策費 目：雇用対策事業費 

款：労働費 項：労 政 費 目：労働福祉費 

担 当 課 雇用労働政策課、人的資本経営促進課 

事 業 名 
離転職者等就業・キャリア形成支援事業 

（一部国庫） 
 

目的 

若年者から高齢者まで全世代の求職者に対し伴走型の就業支援を行うとともに、再就職を希望する

子育て世代の女性、雇用形態や業種転換を希望する女性離転職者等の円滑な就職を支援する。 

事業説明 
 
対象者 

○働く意欲を有する全ての求職者、就職氷河期世代など手厚い就業支援を希望する求職者等 

○再就職を希望する子育て世代の女性、雇用形態や業種転換を希望する女性離転職者等 

○県内企業 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 当初予算額 最終予算額 
予算執行額 

[繰越額] 

求職者に対

する伴走型

の就業支援 

○ 「ひろしましごと館」と「働きたい

人全力応援ステーション」を統合し、

全世代の求職者への就業支援 

・ キャリアコンサルティングから就

職までをワンストップで支援 

・ キャリアアップ希望者へのキャリ

アコンサルティングによるキャリ

ア形成支援 

・ 日本製鉄(株)瀬戸内製鉄所呉地区

の全設備休止など、大規模離職案

件の離職者に対する出張相談会等

による支援 

57,754 

 

57,754 

 

55,986 

[―] 

子育て世代
女性等の就
業支援 

○ 「女性のキャリア応援コーナー」に

おける再就職支援 

・ 相談窓口におけるきめ細かなキャ

リアコンサルティング 

・ 就職活動中の託児料支援 

41,614 

 

41,095 

 

40,263 

[―] 

女性デジタ
ル 人 材 育
成・就業支援 

○ 女性離転職者等のデジタル人材育
成・就業支援等の実施 
・ 再就職希望者向けセミナーの実施 
・ 女性デジタル人材育成講座の実施 
・ 企業向けセミナー、マッチング等

の実施 

29,621 

 

29,621 

 

28,938 

[―] 

合    計 
128,989 

 

128,470 

 

125,186 

[―] 

※端数処理の関係で積み上げた数値と合計額が異なる場合がある。 

 

 

領域

取組
の
方向

② 女性の活躍促進

働き方改革・多様な主体の活躍
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令和７年度の成果目標と実績 

○ ワーク目標： 

指 標 名 基準値 
目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

（参考）研究会を通じて人的資本経営に取

り組んだ県内企業数（単年、累計） 

単年 19 社 

累計 19 社 

(令和５年度) 

単年 50 社 

累計 100 社 

単年 50 社 

累計 79 社 

女性の就業率（25～44 歳） 
77.4％※ 

（令和２年度） 
82.5％ 【R9.3 判明】 

※女性の就業率については、国勢調査を出典とし、次回は令和７年に調査予定 

 

○ 事業目標 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

「働きたい人全力応援ステーション」にお

けるキャリア形成を意識するきっかけにな

った相談者の比率 

93.1％ 80.0％ 93.2％ 

「働きたい人全力応援ステーション」登録

求職者の就職数 
628 人 650 人 395 人 

「女性のキャリア応援コーナー」を通じた

就職率 
31.5％ 35.0％以上 37.5％ 

女性向けセミナー参加者のうち、再就職・

転職（又はキャリアアップ）したいという

意欲が高まったと回答した割合 

92.1％ 90.0％ 76.7％ 

企業向けセミナー等参加者のうち、女性の

採用や育成等のための制度構築等に取り組

もうと回答した割合 

73.0％ 70.0％ 72.7％ 

 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 「働きたい人全力応援ステーション」登録求職者の就職数については、拠点移動に伴う開所準備

期間の影響等で、前年度からの継続利用者が減少したことに加え、重点ターゲットをハローワーク

や民間での転職支援では就職・転職が難しい求職者としたため、395 人と目標を下回った。引き続

き、こうした求職者に対し、「働きたい人全力応援ステーション」の特徴を生かした支援を継続す

る必要がある。 

○ 再就職を希望する子育て世代の女性、雇用形態や業種転換を希望する女性離転職者等に対し、キ

ャリアプランを考え、実践的なデジタルスキルなど必要な知識やスキルを身に付ける支援を行った

ことなどにより、「女性のキャリア応援コーナー」を通じた就職率は 37.5％と、目標を上回った。

しかしながら、依然として、結婚・出産・子育て・介護というライフイベントが働き続けるための

障壁となっていることから、引き続き、女性離転職者等に対してキャリアコンサルタントによるき

め細かな相談対応を行うとともに、県内企業に対して、更なる女性の活躍の場の拡大等に係る働き

かけに取り組む必要がある。 
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令和８年度の取組方向 

○ 「働きたい人全力応援ステーション」のターゲットに適切に届く広報活動を行うとともに、登録

求職者の状況に応じて、配慮が必要な求職者向け合同説明会や職場実習の活用、「ひろしまワーク

ス」を通じた求人開拓等により、より効果的な就業支援を実施する。 

○ 再就職を希望する子育て世代の女性、雇用形態や業種転換を希望する女性離転職者等に対し、引

き続き、「女性のキャリア応援コーナー」において、キャリアコンサルタントによるきめ細かな

相談対応や、就職活動中の託児料支援等に取り組む。 

○ 女性離転職者等に対して、デジタルスキル習得講座及びキャリア形成支援を実施するとともに、

県内企業に対して、意欲ある女性人材の採用に向けたＤＸ推進による女性活躍の場の拡大に取り

組むほか、柔軟な働き方の実現を図るための説明会や、女性と県内企業とのマッチング等を行う

「リスタートプログラム 2026」を実施する。 
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商工労働局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：労働費 項：雇用対策費 目：雇用対策事業費 

担 当 課 雇用労働政策課 

事 業 名 賃上げ環境整備支援事業（一部国庫） 
 

目的 

物価高騰等の影響を受けている中小企業等に対し、持続的に賃上げを実施できる環境を整備するた

めに必要な設備投資等の取組を支援する。 

事業説明 
 
対象者 

県内に事業所を有する中小企業等 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 
当初予算額 

※ 

最終予算額 

※ 

予算執行額 

[繰越額] 

国と連携

した賃上

げ環境整

備支援 

○ 県内中小企業等の経営改善と労働者の

処遇改善を図るため、設備投資に要す

る経費を支援する。 

 

【補助対象事業者】 

国の「業務改善助成金（※）」の支給

を受けた県内中小企業等 

※業務改善助成金 

 事業場内最低賃金を一定程度引き上げ、

生産性向上に資する設備投資等を行っ

た場合に、その設備投資等にかかった

費用の一部を助成する制度 

【補助率】 

 国の「業務改善助成金」の交付確定額

の 1/10 

【補助上限額・支援件数】 

 600 千円／者・600 件程度 

109,150 

 

109,150 

 

21,138 

[―] 

合    計 
109,150 

 

109,150 

 

21,138 

[―] 

※令和６年度２月補正予算 

 

令和７年度の成果目標と実績 

○事業目標：県内事業者の賃上げに向けた取組の増加 

○実績： 

・交付決定件数：113 件 

・交付決定額 ：16,968 千円 
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令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 令和７年度の広島県の最低賃金改正に係る効力発生日が例年より１か月遅い 11 月１日となった

ことや、令和７年９月に業務改善助成金の対象事業者が拡大されたこと等により、業務改善助成金

の事業完了が本県の補助金の申請期限に間に合わない事業者が多く発生したため、交付決定件数は、

600 件程度と見込んでいたものの、113 件となった。 

○ なお、業務改善助成金の交付を受けた全ての県内事業者が県の補助金を活用できるようにするた

め、申請期限を延長し、令和８年度も引き続き、支援を実施している。 

○ 交付決定状況等から、本県の補助金は県内企業の持続的な賃上げに向けて一定の効果があった。

一方で、県補助金の交付を受けていない事業者も含む県内企業へのアンケート調査では、「業績の

改善がみられない」や「賃上げを行う原資がない」といった理由で賃上げを見送るとの回答もあり、

賃上げに向けた取組が進んでいない企業も存在している。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 引き続き、生産性向上による経営改善など、県内企業等が持続的な賃上げを実施できる環境の整

備に取り組む。 
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農林水産局 

令和７年度主要事業の成果 
 

支出科目 
款：農林水産業費 項：農業費  

目：農業経営強化対策費 

担 当 課 農業経営課 

事 業 名 経営力向上支援事業（一部国庫） 
 

目的 

経営力の高い担い手が生産の大部分を占める力強い生産構造への転換を目指し、経営発展意欲が高

い担い手に対し、企業経営への転換に向けた支援に取り組む。 

事業説明 
 
対象者 

経営発展及び企業経営を目指す経営体 

事業内容 

（単位：千円） 

区分 内    容 
当初 

予算額 

最終 

予算額 

予算 

執行額 

[繰越額] 

ひろしま農

業経営者学

校の運営 

○ 経営者意識の醸成と経営スキルの向上 

・ 経営ビジョンの策定や経営の発展段階

に応じた経営・雇用管理の知識を習得す

る講座を実施 

22,573 

 

22,573 

 

21,829 

[―] 

○ 企業経営を実践できるスキルの習得と農

場長の人材育成 

・ 企業が実践しているマネジメント手法

を学ぶ研修を実施 

6,569 

 

6,569 

 

6,569 

[―] 

農業経営・就

農サポート

推進事業の

実施 

○ 経営体の個別課題の解決に向けた専門家

等の派遣 

・ 経営体が抱える法人化や労務管理等の

経営課題の解決に向け専門家を派遣 

24,022 

 

16,037 

 

13,717 

[―] 

企業経営に

向けた支援 

○ 企業経営発展チーム型支援による伴走支

援 

・ 人材育成や予算・実績管理等の重点課

題に絞り、その仕組みづくりや効率的な

運用に向けた経営コンサルタントの派遣 

18,583 

 

18,583 

 

18,235 

[―] 

雇用経営に

向けた支援 

○ 雇用経営発展チーム型支援による伴走支

援 

・ 雇用就農者の定着を促すため、雇用を

導入し規模拡大を行う経営体への経営計

画の見直しと目標達成に向けた経営コン

サルタントの派遣 

8,900 

 

8,900 

 

8,900 

[―] 

経営データ

の一元管理 

○ 電子カルテシステムの運用 

・ 経営体への効果的な支援内容の決定等

のため経営課題の見える化等を可能にす

る電子カルテシステムの運用・改善 

1,015 

 

1,015 

 

996 

[―] 

合    計 
81,662 

 

73,677 

 

70,246 

[―] 

領域 農林水産業

取組
の
方向

① 地域の核となる企業経営体の育成
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令和７年度の成果目標と実績 

○ ワーク目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

企業経営体数 34 経営体 54 経営体 49 経営体 

○ 事業目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

企業経営を実践するため

の仕組みが導入された経

営体数 

５経営体/年 ５経営体/年 ６経営体/年 

雇用型経営に向けた計画

を作成し実行している経

営体数 

０経営体/年 ８経営体/年 ８経営体/年 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 企業経営を実践するための人事制度等の仕組みが導入された経営体数及び雇用型経営に向けた計

画を作成し実行している経営体数については、経営コンサルタントによる伴走支援を通じて仕組み

の導入等が図られたことにより、目標を達成した。 

○ こうした経営の発展段階に応じた適切な支援を行うことにより、企業経営体数については、令和

６年度の 43 経営体から６経営体増加したものの、人手不足や資材の高騰が影響して企業経営の実

現に向けた投資に踏み切れない状況が生じていることなどから、目標の達成には至らなかった。 

○ 今後も安定的に企業経営体を確保していくためには、経営の発展段階に応じた、課題解決につな

がるきめ細かな支援を実施し、企業経営体に加え、候補となる経営体も継続的に育成していく必要

がある。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 企業経営体を増加させるため、各経営体の経営課題を把握しながら、ひろしま農業経営者学校の

講座内容を見直すとともに、ひろしま農業経営者学校を受講した経営体に対し、時機を捉えて県と

経営コンサルタントで構成するチームによる伴走支援を行うなど、経営の発展段階に応じた支援を

切れ目なく提供することが可能な体系立った支援を実施する。 

○ また、人材の確保・育成につながる雇用環境の整備や法人化等の経営体独自の課題解決に向け、

社会保険労務士や税理士等の専門家派遣による支援を実施する。 

○ さらに、企業経営体の候補となる経営体の掘り起こしを行うため、ひろしま農業経営者学校の受

講者確保に向けてホームページやＳＮＳによる情報発信を強化するとともに、チーム型支援の候補

者確保に向けて関係機関と連携した働きかけなどを行う。 
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農林水産局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：農林水産業費 項：農業費 目：農業経営強化対策費 

担 当 課 農業技術課 

事 業 名 ひろしま型スマート農業推進事業（単県） 
 

目的 

広島県の中山間地域に対応した、ひろしま型スマート農業技術を確立するとともに、これらを活用

した経営モデルを構築し、普及させることにより、生産性の高い農業の実現を図る。 

事業説明 
 
対象者 

農業経営体、農機メーカー、農業協同組合、市町等 

事業内容 

（単位：千円） 

区分 内    容 
当初 

予算額 

最終 

予算額 

予算 

執行額 

[繰越額] 

ひろしま

型スマー

ト農業推

進事業 

○ 現地実証試験の実施 

・ 普及可能性の高い技術テーマを選定し、実証試

験を実施  

・ 農業経営体と連携し、技術導入に向けた課題を

抽出 

○ コンソーシアムによる技術の検討 

・ メーカーや専門家等とコンソーシアムを組織 

・ 実証試験で抽出された課題を解決し、中山間地

域に対応したスマート農業技術に改良 

・ 改良した技術の普及に向け、経営モデルを検討、

構築 

○ 担い手への普及 

・ 構築した経営モデルの普及に向け、アドバイザ

ーを活用した伴走支援を実施 

 

 ※コンソーシアム：互いに力を合わせて目的を達

しようとする人の集まり 

80,854 

 

73,007 

  

65,282 

[―] 

合    計 
80,854 

 

73,007 

 

65,282 

[―] 

 

令和７年度の成果目標と実績 

○ ワーク目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

スマート農業の活用割合 11％ 15％ 17％ 

○ 事業目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

経営モデル数 ３ ９ ９ 

領域 農林水産業

取組
の
方向

②
スマート農業の実装等による生産性の
向上
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農業データ共有システム利用経営体

数 
０経営体 50 経営体 19 経営体 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 中山間地域に適応したスマート農業による経営モデルの確立に向けて現地実証試験を行いながら、

コンソーシアムによる技術検討を行ってきた結果、令和７年度までに目標としていた９品目の経営

モデルを作成した。 

実施期間 実証内容 

令和３年度～

５年度 

・ ほうれんそう及びこまつなの栽培から販売までの効率的な一貫体系の構築 

（安芸太田町） 

・ カット用青ねぎの露地栽培における効率的な一貫体系の構築（東広島市） 

・ ぶどうの大規模栽培の実現に向けた効率的な作業体系の構築（世羅町） 

令和４年度～

６年度 

・ トマトの栽培から販売までの効率的な一貫体系の構築（呉市） 

・ レモン等の大規模経営の実現に向けた効率的な一貫体系の構築（尾道市） 

・ 中山間地域における 100ha 規模の水稲栽培の実現に向けた効率的な生産体系

の構築（安芸高田市） 

令和５年度～

７年度 

・ 施設アスパラガスの高収益で省力的な技術の確立（三次市） 

・ なし・りんごなど落葉果樹の気象災害対策及び省力化技術の確立（世羅町・

庄原市） 

・ 酪農経営における生乳生産量の向上と効率的な和牛繁殖管理技術の確立（東

広島市） 

○ 担い手への普及に向けて、農業経営体や企業、県等で構成する「ひろしまスマート農業推進協議

会」において、実証技術や作成した経営モデルの研修会を行うとともに、実証技術のトライアル利

用やアドバイザーによる導入支援を推進した結果、スマート農業の活用割合は目標を達成した。 

○ 一方で、個別の経営体による実証では導入効果の波及が限定的であることや、スマート農業機器

等の高度化に伴う導入コストの増加により経営体個人での導入が困難となっていることから、産地

単位でスマート農業機器等の導入を進める必要がある。 

○ 産地単位で生産性及び収益性向上を図る「農業データ共有システム」の導入を図るため、データ

駆動型農業の有効性の理解促進を図る研修会を開催するとともに、各産地において活用に向けた支

援に取り組んだ。その結果、検討を進めていた６産地のうち１産地において生産者間で施設環境デ

ータを共有する仕組みを導入し、別の１産地で次年度から導入する見通しとなったが、残りの４産

地においては、データ共有の有効性について十分な実感を得られず、活用には至らなかったため、

システムを利用する経営体数は目標を下回った。 

○ また、近年は気候変動が一層加速しており、これまでの経験に基づく対策だけでは対応しきれな

い状況となっているため、本県においても気候変動に適応できる栽培技術を開発し、各地域の条件

に応じた技術体系を確立する必要がある。 

 

令和８年度の取組方向 

○ データ駆動型農業も含め、スマート農業の推進に当たっては、作成した経営モデルの周知やスマ

ート農業の導入事例などの情報発信を進め、スマート農業技術の導入効果の認知向上を図るととも

に、確立した経営モデルを産地に適合させるよう見直すなど、導入に向けた支援を実施する。 
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○ 特に、生産者間での農業データの共有や、導入コスト削減に向けた農業支援サービスの仕組みの

構築など担い手のみならず産地全体の生産性向上に向けた取組を支援する。 

○ また、農業者が気候変動に適応した栽培管理を行うために、50ｍメッシュ単位で気象予測が可能

な「農業気象データプラットフォーム」を令和 10 年度までに県内全域で確立できるよう、計画的

に整備し、気象データや作物情報等の分析に基づく最適な栽培管理によるデータ駆動型農業を推進

する。 
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農林水産局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：農林水産業費 項：水産業費 目：水産業振興費 

担 当 課 水産課 

事 業 名 水産業スマート化推進事業（単県） 
 

目的 

デジタル技術を活用したかき養殖の生産安定化及び海面漁業の操業効率化並びに水産資源回復に向

けた漁場環境改善等により、かき及び瀬戸内の魚を安定的に供給する体制の構築を目指す。 

事業説明 
 
対象者 

漁業者 

事業内容 

（単位：千円） 

区分 内    容 
当初 

予算額 

最終 

予算額 

予算 

執行額 

[繰越額] 

かき養殖に

おけるデジ

タル技術の

活用 

○ 水産プラットフォームの高度化及び運

営・保守管理 

・ 餌料センサーの追加配置 

・ 汎用クラウドを利用したプラットフォ

ームの運営・保守管理 

○ 水産プラットフォームを活用した効率的

な生産の普及 

・ 水温及び餌料データを活用した収穫適

期予測結果の出力機能追加 

・ 収穫適期予測やへい死防止対策を活用

した身入りの良いかきの安定生産指導 

 

※水産プラットフォーム：本事業において

構築した、かき養殖に必要な水温等の漁場

環境データや採苗に必要なかき幼生調査デ

ータ、生産出荷情報などを集積し、生産者

が携帯端末から利活用できるシステム 

19,900 

 

 

19,900 

 

 

19,671 

[―] 

海面漁業に

おけるデジ

タル技術の

活用 

○ ＩＣＴを活用した新規漁業者への技術習

得支援 

・ 漁業者グループにおける操業情報の蓄

積 

・ 蓄積された操業情報に基づく研修プロ

グラムの開発及び技術習得の支援 

 

4,000 

 

 

 

4,000 

 

 

 

4,000 

[―] 

水産資源の

回復 

○ 海底耕うん後の環境改善効果の検証 

・ 底質や底生生物等のフィールド調査 

・ 水産資源の増加効果の算定 

○ ガザミ、キジハタの集中放流 

 

17,860 

 

 

 

17,860 

 

 

 

17,591 

[―] 

合    計 
41,760 

 

41,760 

 

41,262 

[―] 

領域

⑩ 瀬戸内の地魚の安定供給体制の構築

農林水産業

⑨
海外展開を見据えたかき生産出荷体制
の構築取組

の
方向
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令和７年度の成果目標と実績 

○ ワーク目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

水産エコラベル認証の取

得地区数（累計） 
１地区 ５地区 ４地区 

ＩＣＴ漁獲技術導入地区

数（累計） 
３地区 ６地区 ６地区 

 

○ 事業目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

かきデータ活用地区数 ３地区 ７地区 ７地区 

漁場環境改善検証モデル

地区数 
２地区 ２地区 ３地区 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ かき養殖における水産エコラベルの認証取得については、新規推進地区の掘り起こしのため、複

数地区で説明会を開催した結果、取得に前向きな地区は現れたが、令和７年９月以降の養殖かきの

へい死被害を受け、生産の安定化を優先したことから、新たな取得には至らず目標は未達となった。 

○ ＩＣＴ漁獲技術導入については、漁業者への説明会等を実施した結果、底びき網漁業で３地区、

ナマコ漁業で１地区、定置網漁業で２地区の計６地区に技術導入が進み、目標を達成した。また、

蓄積された操業情報に基づく、研修プログラムを開発し、２地区で試行したところ新規漁業就業者

の技術習得を促す効果が確認されたことから、県内の就業研修においてＩＣＴ漁獲技術の活用を推

進する。 

○ かきデータ活用地区数については、身入り予測に必要なシステム整備を行うとともに、水産プラ

ットフォームについて、生産者等へ活用方法を説明して普及に努めた結果、新たに２地区が導入し、

計７地区となり、目標を達成した。 

○ 漁場環境改善検証モデル地区は、令和３～４年度に県が海底耕うんを実施した２地区（呉地区、

福山地区）に、６年度に福山市が実施した１地区を加え、３地区となった。モデル地区において効

果調査を実施した結果、海底耕うん等の実施によって、魚の餌となる生物量が増加し、漁獲量の増

加に寄与することが示された。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 水産エコラベルの認証取得については、引き続き、説明会を開催して取得地区の掘り起こしを行

うとともに、取得を希望する地区には、養殖手順書作成などの事務手続きを支援し、取得地区数の

増加を目指す。 

○ ＩＣＴ漁獲技術導入については、新規漁業就業者の技術習得を促し、早期の所得安定につなげ、

就業者の定着率を向上させるため、新規漁業就業者の受入地区に対してＩＣＴ漁獲技術を活用した

研修プログラムの実施体制が構築されるよう支援を行う。 
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○ 令和７年度に発生した養殖かきのへい死を受け、漁場環境データの活用は一層重要となっている

ことから、水産プラットフォームを通じて、へい死リスクを可視化した情報を発信するとともに、

かき養殖業経営体を対象に登録や活用方法に関する説明会を開催し、利用者数の増加を図る。 

○ 漁場環境改善モデル地区における検証結果から示された海底耕うんの有効性を広く周知し、市町

や漁業者による海底耕うんの取組が拡大するよう支援する。 
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農林水産局 

令和７年度主要事業の成果 
 
支出科目 款：農林水産業費 項：林業費 目：森林整備費 

担 当 課 林業課 

事 業 名 森林経営管理推進事業（一部国庫）【一部新規】 
 

目的 

所有者の施業意思がない森林や、所有者の特定が困難な森林など、既存の取組では所有者自らが経

営管理できていない森林を適切に管理していくため、森林環境譲与税を活用し、森林整備及びその促

進を図るための支援を行う。 

事業説明 
 
対象者 

市町、林業就業者、林業経営体等 

事業内容 

  区分２～３は【森林環境譲与税基金充当】                     （単位：千円） 

区

分 
事 業 内    容 

当初 

予算額 

最終 

予算額 

※ 

予算 

執行額 

[繰越額] 

１ 

基
金
積
立 

基金積立 ○ 森林環境譲与税基金への積立 
136,800 

 

136,800 

 

136,799 

[―] 

２ 

市
町
支
援 

森林集積活動に関する

相談体制構築 

○ 集積の障壁となる事項に対し解

決策を提示するため、市町に対

し、法律等の専門家を派遣 

7,650 

 

7,150 

 

7,150 

[―] 

県による市町への直接

支援 

○ 森林経営管理制度を活用し取

組を進める市町に対する支援 

27,302 

 

21,889 

 

20,654 

[―] 

市町職員に対する研修 

○ 森林・林業行政経験の少ない市

町職員や地域における集積担当

者を対象とした研修 

9,500 

 

9,450 

 

9,450 

[―] 

森林情報共有システム

改良【新規】 

○ 森林情報共有システムの利便性

を向上させるための改良 

19,236 

 

21,817 

 

21,817 

[―] 

小 計 
63,688 

 

60,306 

 

59,070 

[―] 

 

 

 

領域

⑧ 森林資源利用フローの推進

農林水産業

⑦ 森林資源経営サイクルの構築
取組
の
方向
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３ 

林
業
経
営
体
支
援 

リーディングモデルと 

なる林業経営体の育成 

○ 外部専門家を活用し、長期的

な森林経営に向けて経営改善に

取り組む林業経営体を支援 

19,862 

 

13,862 

 

13,862 

[―] 

林業経営者等へのマネ

ジメント研修 

○ 林業経営体の各階層に対し、

組織経営や人材育成、中長期の

森林経営の計画立案等に係る

研修を実施 

19,050 

 

18,986 

 

18,986 

[―] 

就業希望者・新規就業

者に対する個別支援 

○ 林業へ転職希望する者に対し、

相談から就業・定住まで一貫し

た支援を行うとともに、就業者

確保に向けて活動 

16,649 

 

16,649 

 

15,909 

[―] 

低コスト再造林実証等 

○ 低コスト再造林技術の確立・

普及や、コウヨウザンのノウサ

ギ被害に対する効果的な対策の

確立等を実施 

12,003 

 

12,003 

 

11,739 

[―] 

木材利用促進 

○ 建築士や建築系の学生を対象

に、木造に関する知識・技術を

習得するためのセミナーの開催 

○ 木造建築物に係る相談窓口の

設置 

○ 県産材製品の製造事業者等に

対する、新製品の開発や販路開

拓に係る経費の支援 

21,500 

 

20,999 

 

19,690 

[―] 

小 計 
89,064 

 

82,499 

 

80,185 

[―] 

４ 集約化モデル実証 

【新規】 

○ 地域協議会が行う林業経営適

地の集約化に向けた取組を支援 

【補助対象】デジタル技術を活用

した境界の明確化、

所有者探索等 

【補助率】定額 

【実施主体】地域協議会（北広島

町） 

― 

 

59,331 

 

16,400 

[42,931] 

合    計 
289,552 

 

338,936 

 

292,454 

[42,931] 

※令和７年度９月補正予算を含む。 

※端数処理の関係で積み上げた数値と合計額が異なる場合がある。 

 

令和７年度の成果目標と実績 

○ ワーク目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

経営力の高い林業経営体

数 
11 社 15 社 15 社 
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建築物等の県産材利用量 8.0 万ｍ3 8.8 万ｍ3 8.6 万㎥ 

 

○ 事業目標： 

指 標 名 
基準値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

マネジメント研修を受講

した経営体数 
21 社 25 社 25 社 

住宅以外の建築物におけ

る県産材利用量 
1.4 万ｍ3 1.8 万ｍ3 1.4 万ｍ3 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ マネジメント研修を受講した経営体数については、組織経営や人材育成、中長期の森林経営の計

画立案等ができる経営者等を育成するため、林業経営体の経営者・管理者・班長といった各階層で

必要となる基礎的な知識・技術の習得と意識の醸成を図る研修を企画し、林業経営体に参加を働き

かけた結果、新たに１社が各階層の研修を修了し、計 25 社となり、目標を達成した。 

○ マネジメント研修を受講した経営体などに対し、外部専門家の派遣などにより経営戦略等の策定

を支援した結果、経営力の高い林業経営体数は新たに３社が追加となり、目標を達成した。 

○ 建築物等の県産材利用量及び住宅以外の建築物における県産材利用量については、県産材の利用

が進んでいない住宅建築会社に対し、外材から県産材への転換を支援するとともに、住宅以外の建

築物における県産材の利用促進に向け、施主に対して木造建築を提案できる建築士の育成などを進

めたが、物価高騰等の影響及び建築基準法の改正を踏まえた建築確認の遅延により住宅以外の建築

物の着工数が伸びなかったため、目標を下回った。 

○ 森林整備に必要な境界の明確化に当たり、リモートセンシング技術を活用した手法を北広島町で

モデル的に実証した結果、所有者の現地立会の負担なく、効率的に 90ha の森林の境界を明確化す

ることができた。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 林業経営体の経営力向上に向け、個別課題の解決の支援や雇用管理の改善に向けた支援による経

営の効率化を図るとともに、就業相談員による新規就業者の確保、安全対策に配慮した技術研修や

就業環境の改善指導による林業従事者の育成・定着を推進する。 

○ 経営力の高い林業経営体による持続的な林業経営の確立に向け、森林経営管理制度を活用し取組

を進める市町への支援及び森林経営計画を作成する林業経営体への支援を通じた林業経営適地の集

約化、並びに主伐と再造林を一体的に行う一貫作業等の低コスト施業を推進する。 

○ 建築物等への県産材の需要確保に向け、住宅分野では、今後、生産量の増加が予測されるヒノキ

の新たな需要の掘り起こしや内外装材への利用を進めるとともに、住宅以外の分野では、建築士の

育成等の取組により建築物の木造化や内外装材の木質化を進める。 

○ 森林境界の明確化に向けた実証事業で得られた、リモートセンシング技術を活用する効率的な手

法について、他の市町への普及を図る。 
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土木建築局 

令和７年度主要事業の成果 
 

支出科目 
款：土木費 項：土木管理費  

目：土木総務費、建設業指導監督費 

担 当 課 建設産業課、技術企画課、建設ＤＸ担当 

事 業 名 建設業担い手確保事業（一部国庫）【一部新規】 
 

目的 

  地域に必要な建設業の人手不足が深刻化する中で、下請事業者への労務費や工期等のしわ寄せの

改善、ＤＸを活用した生産性向上、将来にわたる担い手の確保・育成を推進することにより、地域

の安全・安心や経済を支える建設業の維持・確保を図る。 

事業説明 
 
対象者 

・広島県内の建設事業者 

・建設業界への転職希望者及び就職活動を控えた高校生 

事業内容 

（単位：千円） 

内    容 
当初 

予算額 

最終 

予算額 

予算 

執行額 

[繰越額] 

建設業担い手

３法の改正に

向けた取組 

【新規】 

○ 下請への労務費や工期等のしわ寄せに

よる低賃金、長時間労働の解消に向け

て、改正担い手３法が適切に運用される

よう建設事業者への指導等を実施 

― ― 
― 

[―] 

生産性を高め

るための 

ＩＣＴ活用工

事等の拡大の

推進 

○ 建設現場において更なる効率化・省人

化を図るため、ＩＣＴ活用工事の拡大に

向け、建設事業者等への講習会及び現場

見学会を実施 

（ＩＣＴ体験セミナー、初級者向け研修、

経験者向け研修、現場見学会） 

4,970 4,970 
4,970 

[―] 

建設業の魅力

向上・発信 

【新規】 

○ 担い手確保のための労働環境改善 

  魅力向上・従業員定着などにつながる

労働環境の改善等に取り組み、新規雇用

を拡大しようとする建設事業者※に対

し、費用の一部を支援する。 

 ※ 県内に本店を有する建設業許可業者

のうち中小企業 

 

【助成対象経費】資格取得・研修等の経

費、休憩室や女性用更衣室等の整備  

など 

【助成金額】対象経費の 1/2 

（上限 50 万円） 

20,000 17,000
14,709

[―]

領域

取組
の
方向

① ハード対策等による事前防災の推進

防災・減災
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○ 動画コンテンツ等を活用した情報発信 

 建設業の就職先としてのイメージアッ

プに向けて、建設業の魅力、やりがい、

処遇改善等について、動画コンテンツ等

を作製して県ホームページにおいて発信 

4,114 4,114 
3,949 

[―] 

○ 専門業種の職人の仕事の体験会開催 

 建設業の様々な職種から適した職種

を見つける機会を提供 

6,952 6,952 
6,478 

[―] 

合    計 

 

36,036 

 

 

33,036 

 

 

30,106 

[―] 

 

令和７年度の成果目標と実績 

○ ワーク目標 

指 標 名 
基準値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和７年度） 

実績値 

（令和７年度） 

河川の要整備延長 153.8km 147.8km 147.8km 

土砂災害対策整備箇所数 3,528 箇所 約 3,710 箇所 3,660 箇所 

緊急輸送道路の防災対策実施済延長 504.2km 799.2km 758.3km 

 

○ 事業目標 

助成を活用し労働環境改善を行う事業者 

令和７年度目標値： 40 社  

令和７年度実績値： 44 社 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 地域の安全・安心や経済を支える建設業の人手不足が深刻化していることから、将来にわたる担

い手の確保・育成が喫緊の課題となっている。 

○ 建設業は、３Ｋ(きつい・汚い・危険)などのマイナスイメージがついており、他の業種に比べて

も、若年層の比率が低く、業界団体等へのヒアリングにおいても、処遇や労働環境の改善が必要と

の意見が多く聞かれた。 

○ このため、令和７年度から建設業の魅力向上や従業員定着などにつながる労働環境の改善等に取

り組み、新規雇用を拡大しようとする建設事業者に対して費用の一部を助成する事業を実施した。 

○ 事業の周知に当たっては、県ホームページへの掲載に加え、県の入札参加資格者へのメール送付

や建設業関係説明会での紹介、業界団体を通じた建設事業者への案内など、様々な周知を行った結

果、目標の 40 社を上回る 44 社への助成につながった。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 地域に必要な建設業の人手不足が深刻化する中、第三次・担い手３法の適正な運用に向けた取組

やデジタル技術を活用した生産性向上、建設業の魅力向上・発信など様々な取組を行うことで、建

設業の担い手確保を推進する。 
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○ また、これまで、建設現場における効率化・省人化を図るため、建設事業者等への講習会及び現

場見学会を実施し、ＩＣＴ 活用工事の普及促進を図っているが、中小建設事業者においては、デ

ジタル技術の活用が十分進んでいない現状から、建設業界全体へデジタル技術の普及を促進するた

め、中小建設事業者を対象として、活用効果を周知し導入につなげてもらうための研修などを開催

する。 
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 土木建築局 

令和７年度主要事業の成果  
 
支出科目 款：港湾特別整備事業費 項：公債費 目：公債費 外 

担 当 課 港湾振興課 

事 業 名 港湾特別整備事業費特別会計（単県） 
 

目的 

港湾物流の活性化、海からの観光客誘致などに取り組むことにより、本県経済の発展、産業の振興

を図る。 

事業説明 
 
対象者 

○ 荷主企業、港湾運送事業者、船会社   ○ 分譲予定企業等 

○ 港湾施設、マリーナ施設等利用者    ○ 国内、海外からの観光客 

事業内容 

定期コンテナ航路の維持・拡充や取扱貨物量の増大に向けて、運営会社と連携し、ポートセール

スを展開する。 

また、広島港出島地区において、国の岸壁延伸工事と合わせた荷役機械（ガントリークレーン）

の整備や土地造成工事等を進める。 

（単位：千円） 

内    容 当初予算額 
最終予算額 

※ 

予算執行額 

[繰越額] 

整備費 

広島港出島地区等の

荷役機械整備事業 

(債務 50,000) 

923,543 

 

(債務 50,000) 

923,543 

 

 

888,343 

[35,200] 

広島港出島地区等の

臨海土地造成事業 

(債務 490,000) 

1,715,900 

 

(債務 490,000) 

1,405,900 

 

 

671,783 

[696,264] 

福山港箕島地区のふ

頭用地造成事業 

347,710 

 

347,710 

 

197,710 

[150,000] 

福山港箕沖地区の荷

役機械復旧事業 

135,000 

 

115,000 

 

115,000 

[―] 

分 譲 促 進

事業費 

臨海土地の分譲促進

に伴う諸費用 

49,014 

 

49,014 

 

27,830 

[―] 

港 湾 振 興

事業費 

ポートセールス強化

事業等 

23,818 

 

23,818 

 

16,307 

[―] 

運営費 

港湾施設・漁港施設

の指定管理経費、維

持管理経費等 

1,930,603 

 

1,924,735 

 

1,588,843 

[―] 

公債費 
港湾施設整備に係る

県債の償還 

4,454,965 

 

4,366,000 

 

4,360,560 

[―] 

諸支出金 
基金積立金、消費税

支出等 

1,025,195 

 

2,161,989 

 

2,161,989 

[―] 

合    計 

(債務 540,000) 

10,605,748 

 

(債務 540,000) 

11,317,709 

 

 

10,028,365 

[881,464] 

※令和７年度 12 月補正予算を含む。 
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令和７年度の成果目標と実績 

○ 港湾物流の活性化による航路拡充や取扱貨物の増 

国際定期コンテナ航路数 令和６年度 令和７年度 

広島港 週 17 便 週 15～16 便 

福山港 週 11 便 週９～10 便 
 
 

外貿コンテナ取扱量 令和６年 令和７年 

広島港 272,308 TEU  262,958 TEU 

福山港  74,265 TEU  77,911 TEU  

 

○ 五日市・出島地区の早期造成及び分譲 

分 譲 地 用 途 

面  積 分譲率 

 

 

 
(c)/(b) 

分譲計画 

面積 

 
(a) 

竣功済 

面積 

 
(b) 

分譲済 

面積 

 
(c) 

 残面積 

 

 
(b)-(c) 

うち 

R7 

分譲面積 

広島港 

五日市地区 
企業移転ほか 46.9ha 46.9ha 46.9ha 1.0ha 0ha 100％ 

広島港 

出島地区 
企業移転ほか 53.0ha 29.0ha 26.5ha 0ha 2.5ha 91.4% 

※分譲済面積には、事業用定期借地での分譲面積を含む。 
 

○ 客船誘致・クルージング促進等による観光産業の振興 

項 目 令和６年度 令和７年度 

広島港へのクルーズ客船寄港回数 69 回 110 回 

 

令和７年度の目標と実績の乖離要因・課題 

○ 港湾物流の活性化による航路拡充や取扱貨物の増 

 航路拡充については、船会社による航路改編の影響により広島港・福山港ともに便数は減となっ

た。一方で、広島港における中国航路が令和７年 10 月に東南アジアまで延伸され、７年ぶりに東

南アジアへの航路が復活した。 

 コンテナ貨物取扱量は、広島港では、主要品目である自動車部品の輸出入が減少したことなどに

より前年比で減少し、一方で、福山港では、主要品目である衣料品等の輸入が増加したことなどに

より前年比で増加した。 

広島港の物流機能強化については、出島地区における国直轄の大水深岸壁整備が令和８年度中の

完成に向けて着実に進められるとともに、令和６年度に分譲した物流用地においては、マツダ株式

会社によりＫＤセンターの建設が進められているところであり、コンテナ貨物量の増加に対応する

ため、ガントリークレーンの整備を完了するとともに、暫定的な保管施設整備に向けた関係者協議

を実施した。また、施策提案等の様々な機会を通じて、市や地元経済界等の関係者と連携し、出島

地区の岸壁整備の早期完成を国へ働きかけた。 

福山港においては箕島地区における国直轄の岸壁整備に併せてふ頭用地の整備を実施し、令和８

年３月に暫定供用を開始した。 

引き続き、物流機能強化に向けて国への働きかけを行うとともに、港湾運営会社等と連携した集

貨促進・航路拡充に向けたポートセールスなどに取り組む必要がある。  
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○ 五日市・出島地区の早期造成及び分譲 

  港湾計画等に基づく土地利用目的の早期実現や港湾特別整備事業費特別会計の健全化などの観点

から、計画的かつ迅速な分譲の促進が必要となる。 

広島港五日市地区については、公募により、インフラ工事が完了した区画（約 1.0ha）を工場の

用地として売却した。 

また、出島地区については、着実に造成工事を進めており、早期分譲に向け取り組んでいく必要

がある。 

 

○ 客船誘致・クルージングの促進等による観光産業の振興 

 広島港へのクルーズ客船の寄港については、国内外での積極的な誘致活動や寄港地観光の充実な

どの受入環境の向上に取り組み、過去最高となる 110 回となった。 

今後も寄港回数は高い水準で推移する見込みであることから、円滑な出入国審査を始めとする受

入体制の強化や港を起点とした一層の地域活性化に取り組む必要がある。 

 

令和８年度の取組方向 

○ 港湾物流の活性化による航路拡充や取扱貨物の増 

地域産業の持続的発展やアジア諸国等との交易拡大を支援する国際物流拠点の形成を目指し、物

流機能の強化を図る。 

広島港出島地区においては、岸壁の延伸や暫定的な保管施設の年度末までの完成を目指すととも

に、東南アジア諸国等との航路誘致につながる集貨促進を図るなど、外貿コンテナ機能の強化に取

り組む。 

広島港海田地区においては、マツダ株式会社から取得したＫＤセンターの公共上屋としての利用

開始に向けた調整を進めるなど、国際フィーダー機能強化に取り組む。 

加えて、港湾運営会社等と連携しながら、東南アジアを始めとする国際コンテナ航路の拡充に向

けた船会社等へのポートセールスに取り組むとともに、荷役機械の自働化等による物流機能高度化

の実現に向けて関係者と連携して検討を進める。  

 

○ 出島地区の造成及び分譲 

出島地区については、早期分譲に向けた造成工事を着実に進めていく。 

 

○ 客船誘致・クルージング促進等による観光産業の振興 

地域と一体となったおもてなしの充実や円滑な出入国審査体制の構築に取り組むとともに、広島

県観光連盟等と連携し、県内の港を起点とした周辺観光地のＰＲ等による船会社へのセールス活動

を行うなど、更なる客船誘致や観光消費の増加等を通じた地域活性化につながる取組を進める。 
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